
令 和 ４ 年 度

天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書

議第８８号
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第１条　令和４年度天草市の下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。　

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。　

　　（１）処理戸数 13,022 戸

　　（２）年間総処理水量 4,273,500 ㎥

　　（３）一日平均処理水量 11,708 ㎥

　　（４）主要な建設改良事業

ア　管渠建設改良事業 133,033 千円

イ　ポンプ場建設改良事業 182,373 千円

ウ　処理場建設改良事業 295,538 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　事　業　収　益 1,875,275 千円

　　第１項 826,276 千円

　　第２項 1,045,970 千円

　　第３項 3,029 千円

　第１款　事　業　費 1,834,034 千円

　　第１項 1,734,182 千円

　　第２項 91,093 千円

　　第３項 7,759 千円

　　第４項 1,000 千円

支　　　　出

特 別 損 失

予 備 費

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 利 益

（総 　　 則）

（業務の予定量）

営 業 収 益

営 業 外 収 益

令 和 ４ 年 度 天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

収　　　　入
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（資本的収入及び支出）

　第１款　資　本　的　収　入 594,483 千円

　　第１項 298,300 千円

　　第２項 263,400 千円

　　第３項 11,013 千円

　　第４項 21,770 千円

　第１款　資　本　的　支　出 1,223,574 千円

　　第１項 611,501 千円

　　第２項 610,861 千円

　　第３項 1,212 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基づく利子補
給（令和４年度）

196千円
152千円
111千円
68千円

令和５年度
令和６年度
令和７年度
令和８年度
令和９年度

事　　項 限　度　額

551千円

返 還 金

収　　　　入

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

支　　　　出

受益者負担金及び分担金

工 事 負 担 金

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６２９，０９１千円は、当年度分

　　消費税及び地方消費税資本的収支調整額２９，６０２千円、 過年度分損益勘定留保資金３５７，４０６千円、 当年度分損益勘定留保資金

　　２４２，０８３千円で補てんするものとする。）。

企 業 債

補 助 金

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基
づき改造工事を行う者に対し、金融機関が1箇所
（世帯）につき700千円以内で貸付けた融資総額
の50％を限度に損失補償

期　　間

令和５年度～令和９年度

金融機関が補償の履行日として指定する
期間

天草市水洗便所等改造資金の利子補給等規程に基づく損失補
償

　　年度別内訳

24千円
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 （企業債）

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 （一時借入金）

第７条  一時借入金の限度額は、４００，０００千円と定める。

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　（１）営業費用と営業外費用（消費税及び地方消費税に限る。）

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　　議会の議決を経なければならない。

　　（１）職員給与費 104,639 千円

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

建設改良事業 298,300千円
証書借入

又は
証券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

　政府資金についてはその融資条件により、銀
行その他の場合にはその債権者と協定するもの
による。ただし、市財政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができる。
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 （他会計からの補助金）

第１０条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額及び理由は、次のとおりと定める。

　令和４年１月３１日提出

  　天草市長     馬　場　昭　治

61,580千円　

539,622千円　
　下水道事業会計の経営基盤確立のため。

理由

資本的収入

事業収益

補助金

営業外収益

款 金額項
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天草市下水道事業会計予算に関する説明書

令 和 ４ 年 度
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収 入

（単位：千円）

備 考

1 事 業 収 益 1,875,275

１ 営 業 収 益 826,276

１ 下 水 道 使 用 料 634,534

２ 雨 水 処 理 負 担 金 191,697

３ そ の 他 営 業 収 益 45

２ 営 業 外 収 益 1,045,970

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 22

２ 他 会 計 補 助 金 539,622

３ 長 期 前 受 金 戻 入 494,076

４ 雑 収 益 12,250

３ 特 別 利 益 3,029

１ 固 定 資 産 売 却 益 3,029

款

令 和 ４ 年 度 天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

目 予 定 額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項
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支 出

（単位：千円）

備 考

１ 事 業 費 1,834,034

１ 営 業 費 用 1,734,182

１ 管 渠 費 79,942

２ ポ ン プ 場 費 46,866

３ 処 理 場 費 438,892

４ 総 係 費 133,730

５ 減 価 償 却 費 1,025,144

６ 資 産 減 耗 費 9,608

２ 営 業 外 費 用 91,093

１ 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 80,873

２ 消 費 税 等 10,220

３ 特 別 損 失 7,759

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 7,759

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

目 予 定 額項款
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収 入

（単位：千円）

備 考

１ 資 本 的 収 入 594,483

１ 企 業 債 298,300

１ 企 業 債 298,300

２ 補 助 金 263,400

１ 国 庫 補 助 金 188,820

２ 県 補 助 金 13,000

３ 他 会 計 補 助 金 61,580

３ 11,013

１ 受 益 者 負 担 金 9,166

２ 受 益 者 分 担 金 1,847

４ 工 事 負 担 金 21,770

１ 工 事 負 担 金 21,770

款

受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

目 予 定 額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

項
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支 出

（単位：千円）

備 考

１ 資 本 的 支 出 1,223,574

１ 建 設 改 良 費 611,501

１ 管 渠 建 設 改 良 費 133,033

２ ポ ン プ 場 建 設 改 良 費 182,373

３ 処 理 場 建 設 改 良 費 295,538

４ 固 定 資 産 購 入 費 557

２ 企 業 債 償 還 金 610,861

１ 企 業 債 償 還 金 610,861

３ 返 還 金 1,212

１ 国 庫 補 助 金 返 還 金 1,212

款 目 予 定 額項
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(単位：千円)

Ⅰ Ⅱ

当 年 度 純 利 益 38,644 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 611,501

減 価 償 却 費 1,025,144 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

固 定 資 産 除 却 費 6,579 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 0

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 7,272 無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 0

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 494,076 固 定 資 産 の 除 却 に よ る 支 出 0

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 22 国 庫 補 助 金 に よ る 収 入 188,820

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 80,873 県 補 助 金 に よ る 収 入 13,000

固 定 資 産 売 却 損 益 3,029 一 般 会 計 補 助 金 に よ る 収 入 61,580

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 4,939 工 事 負 担 金 に よ る 収 入 32,783

た な 卸 資 産 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0 国 庫 補 助 金 返 還 に よ る 支 出 △ 1,212

前 払 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 0 △ 316,530

その他流動資産の増減額（△は増加） 29,602 Ⅲ

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 13,938 企 業 債 の 借 入 に よ る 収 入 298,300

前 受 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 0 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 610,861

その他の流動負債の増減額（△は減少） 0 △ 312,561

706,044 Ⅳ △ 3,898

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 22 Ⅴ 483,177

利 息 の 支 払 額 △ 80,873

625,193

（間接法により算出）

479,279

令和４年度天草市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

小 計

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

Ⅵ 資 金 期 末 残 高

資 金 期 首 残 高

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 の 増 加 額 （ Ⅰ + Ⅱ + Ⅲ ）

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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１

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

給　　与　　費　　明　　細　　書

給 与 費
法定福利費 合 計

（千円） （千円）

2,879 47,428 36,953 87,260 17,379

報 酬 給 料 手 当 等 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

　総　括 

7,595△ 48 2,874 3,304比 較

104,639

2,927 44,554 33,649 81,130 15,914 97,044

　　ア 会計年度任用職員以外の職員

区 分

4,780 48 11,688 8,448 7,354 5402,034 480 345 1,176 60

職 員 数
法定福利費 合 計

給 与 費

特 別 職 一 般 職 報 酬

4,783 48 10,418 7,511 6,006 8101,854 480 311 1,368 60

△ 3 1,270 937 1,348 △ 270180 34 △ 192比 較

一 般 職特 別 職

職 員 数

区 分

（人） （人）

本 年 度

前 年 度

手

当

等

の

内

訳

区 分

本年度

前年度

（千円） （千円） （千円）（千円）

扶養手当
管理職
手　当

※職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分及び第１号会計年度任用職員分を外書き

通勤手当 住居手当
特殊勤務
手　　当

6,130

期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

2
13
3

12
△ 1

1

（千円） （千円）

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当

（千円）

1,465

給 料 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 47,428 36,605 84,033 16,803 100,836
13

8,098
1

※職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

14,889 92,738
12

比 較
△ 1

2,874 3,310

前 年 度
1

44,554 33,295 77,849

6,184 1,914
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（ ）

（ ）

（ ）

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当扶養手当

管理職
手  当

通勤手当 住居手当

前年度 1,854 480 311 1,368 60

（千円） （千円）

本年度 2,034 480 345 1,176 60 4,780 48

区 分

4,783 48 10,064 7,511 6,006 810

11,340 8,448 7,354 540

1,348 △ 270

　　イ 会計年度任用職員

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特 別 職

△ 192 △ 3 1,276 937

手

当

等

の

内

訳 比 較 180 34

一 般 職 報 酬 給 料 手 当 等 計

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

比 較

（千円） （千円）

本 年 度
2

2879 348 3,227 576 3,803

前 年 度
2

△ 48 △ 6

3,281 1,025 4,306

手

当

等

の

内

訳

区 分
扶養手当

管理職
手  当

通勤手当 住居手当

比 較

（千円）

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

管理職員特
別勤務手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

2,927 354

△ 54 △ 449 △ 503

（千円） （千円）

本年度

児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※職員数の（　　　）内は、第１号会計年度任用職員分を外書き

△ 6

354

348

前年度
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２　給料及び手当等の増減額の明細

平均昇給率

３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備 考
(千円） （千円）

 転入

増  減

給 料 2,874

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分 947 2.04%

その他の増減分 1,927

（円） 327,523

平 均 年 齢

その他の増減分 3,304

区 分 事 務 ・ 技 術 職

手 当 等 3,304
制度改正に伴う増減分

（歳） 40歳0月

令和３年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 307,042

平 均 給 与 月 額 （円）

令和４年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 301,977

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢 （歳） 40歳9月

区 分
事 務 ・ 技 術 職 一 般 会 計 の 制 度

（円） 一 般 行 政 職 （円）

高　校　卒 150,600 150,600

大　学　卒 182,200 182,200

3

2

　

職員の
異動状況

336,383

1  転出

 退職

本年度 13  採用

前年度 12
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（３）級別職員数

　※級別職員数の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

１　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

2 16.7
（  100.0 　）

1 8.3

4 33.3
（　　  1　　　） （  100.0 　）

2 16.7

４　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

５　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

1 8.3

13 100.0

2 15.4

令和３年１月１日現在

７　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

６　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

2 16.7

２　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

３　級

12 100.0
計

（　　  1　　　）

（　　　　　　　） （　　　　　）
2 15.4

計
0 （　　　　　）

３　級
（　　　　　）

1 7.7

１　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

２　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

令和４年１月１日現在

７　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

区 分
事 務 ・ 技 術 職

級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

６　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

1 7.7

５　級
（　　　　　　　） （　　　　　）

3 23.1

4 30.7

４　級
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 (級別の標準的な職務内容）

区 分 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

首席審議員 局　　長 課　　長 課　　長 係　　長 主　　事 主　　事

首席審議員 審 議 員 審 議 員 主　　任 技　　師 技　　師

課　　長 課長補佐 課長補佐 主　　査

審 議 員 係　　長

参　　事

事 務 ・ 技 術 職
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（４）昇給

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

13 13

13 13

1 1

12 12

100.0 100.0

12 12

12 12

1 1

2 2

9 9

100.0 100.0

前
　
年
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

1 号 給 （ 人 ）

2 号 給 （ 人 ）

3 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）

8 号 給 （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

区 分 合 計

本
　
年
　
度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

1 号 給 （ 人 ）

2 号 給 （ 人 ）

3 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）

8 号 給 （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）
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（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

（６）期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

12月（月分） （月分）

（     ） （    ）

2.225 4.45

（1.175） （2.35）

2.225 4.45

　　　　※支給率の（　　　）内は、再任用短時間勤務職員分を外書き

（７）定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分）

（８）その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

有 同

本 年 度
（     ）

2.225
有 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区 分
支 給 期 別 支 給 率

6 月 （ 月 分 ）

前 年 度
（1.175）

2.225

区 分 全 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.13

支 給 対 象 職 員 の 比 率
100.00

( 令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在 )

区 分

支 給 率 等 33.27075 47.709 47.709

20年勤続の者

（月分）

24.586875

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

事 務 ・ 技 術 職

0.13

100.00

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

級 等 に よ る 加 算 措 置

徴収手当

同

同

同

一般会計の制度
と の 異 同

同

そ の 他 の 加 算 措 置 等

定年前早期退職特例措置
（２％～45％）

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容
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                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  296,895
    ロ  1,566,550
          △ 374,267 1,192,283
    ハ  20,297,291
          △ 4,598,286 15,699,005
    ニ  5,989,857
          △ 2,561,706 3,428,151
    ホ  1,653
          △ 1,572 81
    ヘ  3,785
          △ 3,249 536
    ト  104,893
      20,721,844
(2)

イ  6,718
      6,718
      20,728,562
2
(1) 479,279
(2) 94,745

△ 1,444 93,301
      572,580
      21,301,142

貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

電 話 加 入 権

現 金 預 金
未 収 金

土 地

令和４年度天草市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（　令和５年３月３１日　)

資 産 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定
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千円 千円 千円

3

(1)

イ  4,911,151

(2)

    イ  56,337

56,337

      4,967,488

4

(1)

イ  585,754

(2) 73,558

(3)

    イ  6,326

ロ 1,204

7,530

(4) 66

      666,908

5

(1) 13,429,990

(2) △ 3,629,208

9,800,782

      15,435,178

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

建 設 改 良 費 等 企 業 債

負 債 の 部

固 定 負 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金

企 業 債
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千円 千円 千円

6

(1) 5,291,328

      5,291,328

7

(1)

    イ  142,509

    ロ  6,506

    ハ 445

      149,460

(2)

    イ  425,176

      425,176

      574,636

      5,865,964

      21,301,142負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

一 般 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金
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１. １.

(1)

(2)

２. （セグメント情報に関する注記）

(1) １．報告セグメントの概要

(2)

(3)

３.

　賞与引当金及び法定福利費引当金

令 和 ４ 年 度 天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） （予定貸借対照表等に関する注記）

固定資産の減価償却の方法 企業債の償還に係る他会計の負担

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。 　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し
て１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込ま
れる額は、４，５４４，６３２千円である。

　有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則別表第２号を適用し
ている。

引当金の計上方法

　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につい
ては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合をもって
支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定し、平成２８年度から職
員の退職までの平均残余勤務年数（１５年）にわたり、均等額を費用処理し
ている。
　なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度退
職手当のうち、下水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対して支
払うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額に相当
する金額を計上している。

　下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、漁業
集落排水事業及び農業集落排水事業によって構成されることから、それらを
報告セグメントとする。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容及び財務情報は別紙のとおり
である。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支
給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。
　また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員の
給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当基準
日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。

　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見込
額を計上している。
　また、貸倒引当金の算定については、未収下水道使用料収益を一般債権と
して認識し、直近３ヶ年の貸倒実績率平均値で回収不能見込額を算定してい
る。

消費税及び地方消費税の会計処理
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（別紙）

(1)　各報告セグメントに属する事業の内容

(2)　各報告セグメントの財務情報

当年度（自　令和４年４月１日　　至　令和５年３月３１日）

（単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
漁業集落排水事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 617,608 49,534 86,281 15,171 768,594

営業費用 1,062,244 222,599 345,143 50,639 1,680,625

営業損益 △ 444,636 △ 173,065 △ 258,862 △ 35,468 △ 912,031

経常損益 26,415 6,686 7,490 2,079 42,670

セグメント資産 12,596,007 3,061,256 5,071,132 572,747 21,301,142

セグメント負債 8,296,880 2,401,377 4,331,700 405,221 15,435,178

その他の項目

他会計補助金等 367,090 147,438 190,716 26,075 731,319

減価償却費 654,428 136,593 211,732 22,391 1,025,144

特別損失 3,763 1,075 1,073 1,144 7,055

固定資産増加額 △ 191,563 △ 105,913 △ 158,296 △ 20,846 △ 476,618

　農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理。

項目

セグメント区分 事業の内容

　公共下水道事業 　市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　特定環境保全公共下水道事業 　市街化区域以外の区域における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　漁業集落排水事業 　漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　農業集落排水事業
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千円 千円 千円

1
(1) 576,752
(2) 202,050
(3) 65 778,867

2
(1) 60,780
(2) 43,689
(3) 407,345
(4) 123,933
(5) 1,045,351
(6) 4,500 1,685,598

906,731
3
(1) 180
(2) 540,596
(3) 0
(4) 503,399
(5) 0
(6) 3,337 1,047,512

4
(1) 93,235
(2) 6,862 100,097 947,415

40,684
5
(1) 551 551 △ 551

40,133
76,398

120,000
236,531

そ の 他 の 営 業 収 益

令和３年度天草市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（　令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで　）

営 業 収 益
下 水 道 使 用 料
雨 水 処 理 負 担 金

営 業 損 失
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

国 県 補 助 金

営 業 費 用
管 渠 費
ポ ン プ 場 費
処 理 場 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益
営 業 外 費 用

そ の 他 雑 支 出
支払利息及び企業債取扱諸費

資 本 費 繰 入 収 益

当 年 度 純 利 益
前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

経 常 利 益
特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損
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                                                  千円 千円 千円 千円
1
(1)
    イ  300,102
    ロ  1,565,913
          △ 321,320 1,244,593
    ハ  20,163,011
          △ 3,937,447 16,225,564
    ニ  5,573,376
          △ 2,244,073 3,329,303
    ホ  1,653
          △ 1,525 128
    ヘ  3,785
          △ 3,170 615
    ト  98,157
      21,198,462
(2)

イ  6,718
      6,718
      21,205,180
2
(1) 483,177
(2) 89,806

△ 1,444 88,362
      571,539
      21,776,719

電 話 加 入 権

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金

令和３年度天草市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額

建 物

（　令和４年３月３１日　)

資 産 の 部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額
車 輌 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額
工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額
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千円 千円 千円

3

(1)

イ  5,198,607

(2)

    イ  48,983

48,983

      5,247,590

4

(1)

イ  610,859

(2) 59,620

(3)

    イ  6,390

ロ 1,222

7,612

(4) 66

      678,157

5

(1) 13,158,784

(2) △ 3,135,132

10,023,652

      15,949,399

繰 延 収 益 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

建 設 改 良 費 等 企 業 債

企 業 債

引 当 金

企 業 債

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債

建 設 改 良 費 等 企 業 債

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
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千円 千円 千円

6

(1) 5,291,328

      5,291,328

7

(1)

    イ  142,509

    ロ  6,506

    ハ 445

      149,460

(2)

    イ  386,532

      386,532

      535,992

      5,827,320

      21,776,719負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

一 般 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当 年 度 未 処 理 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金
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１. １.

(1)

(2)

２. （セグメント情報に関する注記）

(1) １．報告セグメントの概要

（その他の注記）

(2)

(3)

３.

　貸倒引当金

　賞与引当金及び法定福利費引当金

　下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、漁業
集落排水事業及び農業集落排水事業によって構成されることから、それらを
報告セグメントとする。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容及び財務情報は別紙のとおり
である。

　職員の退職手当の支給に備えるため、退職給付引当金設定額の算定につい
ては、年度末に全職員が自己の都合で退職するものと仮定した場合をもって
支給すべき退職手当の総額とする簡便法により算定し、平成２８年度から職
員の退職までの平均残余勤務年数（１５年）にわたり、均等額を費用処理し
ている。
　なお、目的使用による取崩しにおいては、天草市に発生する当事業年度退
職手当のうち、下水道事業在職期間相当分に係る負担額を天草市に対して支
払うことで天草市と協議のうえ、当年度における退職手当の要支給額に相当
する金額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支
給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。
　また、賞与引当金及び法定福利費引当金の算定については、天草市職員の
給与に関する条例第２４条及び第２７条の規定に基づき、期末勤勉手当基準
日である６月１日及び１２月１日から要支給額を算定している。

１．退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　令和３年度において、退職手当として１，０１２千円を支給するため、
退職給付引当金１，０１２千円を使用する。

令 和 ３ 年 度 天 草 市 下 水 道 事 業 会 計 に 関 す る 注 記

（予定貸借対照表等に関する注記）

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算し
て１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込ま
れる額は、４，３３７，９９７千円である。

　固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

引当金の計上方法

　退職給付引当金

企業債の償還に係る他会計の負担

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産の耐用年数は、地方公営企業法施行規則別表第２号を適用し
ている。

消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、当年度末における回収不能見込
額を計上している。
　また、貸倒引当金の算定については、未収下水道使用料収益を一般債権と
して認識し、直近３ヶ年の貸倒実績率平均値で回収不能見込額を算定してい
る。
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（別紙）

(1)　各報告セグメントに属する事業の内容

(2)　各報告セグメントの財務情報

前年度（自　令和３年４月１日　　至　令和４年３月３１日）

（単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
漁業集落排水事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 629,028 49,074 85,779 14,986 778,867

営業費用 1,052,145 229,880 355,919 47,654 1,685,598

営業損益 △ 423,117 △ 180,806 △ 270,140 △ 32,668 △ 906,731

経常損益 24,540 2,192 11,414 2,538 40,684

セグメント資産 12,731,716 3,194,634 5,246,743 603,626 21,776,719

セグメント負債 8,458,270 2,540,366 4,513,728 437,035 15,949,399

その他の項目

他会計補助金等 365,993 148,095 203,635 24,923 742,646

減価償却費 654,803 146,739 221,342 22,467 1,045,351

特別損失 225 39 280 7 551

固定資産増加額 △ 17,622 △ 133,770 △ 202,651 △ 21,830 △ 375,873

項目

　公共下水道事業 　市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　市街化区域以外の区域における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除。

　農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理。

　漁業集落排水事業

　農業集落排水事業

　特定環境保全公共下水道事業

セグメント区分 事業の内容
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期 間 金 額 期 間 金 額 国県補助金 企 業 債 そ の 他

令和4年度

～令和8年度

令和5年度

～令和9年度

令和4年度
～令和7年度
令和4年度
～令和7年度

佐伊津浄化センター維持管理業務委託 10,799 令和4年度 10,799 10,799

15,331

8,827 8,827汚泥脱水業務委託 8,827 令和4年度

13,012令和4年度一町田浄化センター維持管理業務委託 13,012 13,012

1,894

高浜浄化センター維持管理業務委託 15,331 令和4年度 15,331

本渡浄化センター汚泥運搬処分業務委
託

25,440 25,440

令和4年度

令和4年度

本渡処理区雨水渠スクリーン清掃管理
業務委託

下田浄化センター維持管理業務委託 9,495 令和4年度

本渡処理区マンホールポンプ場運転管
理業務委託

4,395

天草市水洗便所等改造資金の利子補給
等規程に基づく損失補償

天草市水洗便所等改造資金
の利子補給等規程に基づき
改造工事を行う者に対し、
金融機関が1箇所（世帯）
につき700千円以内で貸付
けた融資総額の50％を限度
に損失補償

本渡浄化センター及びポンプ場運転管
理業務委託

973,565 189,910令和3年度

551

天草市水洗便所等改造資金の利子補給
等規程に基づく利子補給
（令和４年度）

551

限度額の範囲
以内で損失が
生じた場合の
補償費相当

551 551

9,4959,495

783,655

1,894

令和4年度

25,440

14,690

783,655

14,690

事 項

債務負担行為に関する調書

4,395 4,395

1,894

（単位：千円）

限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

令和4年度
～令和9年度

一町田雨水ポンプ場運転管理業務委託 18,240 令和3年度 3,550

551551
天草市水洗便所等改造資金の利子補給
等規程に基づく利子補給
（令和３年度）
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期 間 金 額 期 間 金 額 国県補助金 企 業 債 そ の 他

22,950 22,900

43,350 43,300

52,570 43,100

38,700 38,700

86,700

令和4年度

令和4年度

3,063

水質・汚泥成分分析業務委託 9,444 令和4年度

通詞島排水処理施設維持管理業務委託 8,583 令和4年度

棚底浄化センター維持管理業務委託 10,887 令和4年度 10,887

令和4年度 9,201

8,583

10,887

12,094

9,201

﨑津浄化センター維持管理業務委託 9,785 令和4年度 9,785 9,785

宮野河内浄化センター維持管理業務委
託

9,201

8,583

債務負担行為に関する調書

事 項

1,857

（単位：千円）

限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

令和4年度 1,857

50

今釜新町ポンプ場雨水ポンプ設備改築
工事

45,900 令和4年度 45,900 50

本渡浄化センター汚泥処理系脱臭設備
改築工事

95,700 令和4年度 95,700 30

瀬戸雨水ポンプ場ポンプ設備改築工事 77,400 令和4年度 77,400

本渡浄化センター沈砂洗浄設備改築工
事

86,700 令和4年度

宮田浄化センター維持管理業務委託 12,094

1,857
佐伊津地区雨水ポンプ場運転管理業務
委託

3,063

9,444 9,444

新町浄化センター維持管理業務委託 3,063 令和4年度

12,094

本郷漁業集落排水処理施設維持管理業
務委託

11,127 11,127 11,127
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